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1 はじめに
本稿では, スウェーデンにおける窒素酸化物排出金制度について, 産業別
分析を中心として考察を行う。
窒素酸化物排出課徴金（以下, NOx 課徴金）は, 1991年の大規模な税制
改革の中で, 炭素税, 硫黄税とともに新しい環境税として導入された。その
特徴は, 排出実績に基づいた課徴金リファンド・システムであるため, 税収
を課税対象企業に対して再配分する点である。すなわち, 課税対象となる大
規模プラントのNOx 排出量をモニタリングした上で, その排出量に応じた
課税がなされる一方で, その課徴金収入は, エネルギー効率に応じて課税対
象プラント間で再配分しているのである。
現在, ヨーロッパ諸国を中心として, さまざまな温暖化対策税を中心とし
た環境関連税・課徴金が検討, 実施されている。しかしながらその大半は,
財源調達を主たる目的とし, 副次的効果として環境改善のインセンティブ効
果をねらった, いわば財源調達型の課税である。それと比較して, NOx 課
徴金はその制度と運用形態から, 第一義的な目的を環境改善のインセンティ
ブ効果とする租税であり, ピグー的課税やボーモル＝オーツ税の一形態とし
て位置づけられる。このことから, NOx 課徴金制度は, 伝統的議論に則し
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た数少ない事例の一つであるといえる。同時に, フランス, スペインのガル
シア地方で導入されているNOx 課徴金と比較すると, その料率, 使途の両
面で, より理論に則した環境税として位置づけられる１）。
本稿の目的は, NOx課徴金制度が, いかに展開されてきたのかについて,
産業別分析を中心として考察し, 税制のグリーン化及び環境税が有効に機能
するためにいかなる取り組みが必要であるかについて, その課題を明らかに
することである。
２ NOｘ課徴金制度の構造
エネルギー生産における窒素酸化物排出に対する環境課徴金（an Environ-
mental charge on Emissions of Nitrogen oxides in Energy Production, NOx
課徴金）は, 1992年１月１日から実行された２）。この課徴金の目的は, ①
NOx 排出量を急速に削減し, 1990年代半ばまでに排出削減目標を達成する
ことと, ②対象プラントに排出基準以下の排出のための技術インセンティブ
を与えることであった。
課税対象はNOx 排出量を二酸化窒素に換算したもの３）で, 税率は二酸化
窒素１kgあたり40SEK４）である。燃焼プラントの NOx 排出量１kgの削減
費用は3～84SEK５）と見積もられ, 課徴金は所期の排出削減を達成するため
の限界削減費用に応じて設定されている。
現在NOx 課徴金は, 年間 25GWh 以上のエネルギー生産を行うボイラー,
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1）例えばスウェーデンのNOx 課徴金は, 料率については, フランスのNOx 課徴
金の200倍以上というかなり高率で課税されている。また使途については, スペ
インのNOx 課徴金はその税収を一般財源として利用されていることから, 財源
調達型の環境税として位置づけることができる。
2）NOx課徴金の成立過程については, 拙稿(1996)を参照されたい。
3）NOx 排出量は SOx の発生や CO2 の発生とは異なり, 燃焼中の窒素と大気中の
酸素が反応する場合と燃焼により大気中の窒素と酸素が反応する場合があるため
に燃料中の窒素分から測定することができない。
4）スウェーデンの通貨単位はクローナ (Krona; 複数 Kronor)である。本稿では,
SEKを用いてあらわす。１SEK=14.16円 (2003年１月21日現在)。
5）	

(2000), p.4.
ガスタービン, 固定燃焼モーターに対して課される。課徴金の対象プラント
は, 猶予期間を設けて, 順次, 拡大されてきた。導入から1995年までは, 最
低でも電気出力 10MW以上の電熱供給用, および最低でも年間 50GWh 以
上の施設に限定されており, 1996年１月１日からは年間 40GWh以上のエネ
ルギー生産を有するプラントが課税対象となった。さらに1997年１月１日か
らは年間 25GWh以上のエネルギー生産を有するプラントが課税対象となり,
現在にいたっている。この間, 課税対象プラント数, 課税対象企業数ともに
増加しており, 2001年現在, 252社, 393の生産施設が課税対象となっている
（表2-1)。
また, 課税対象企業による NOx 排出量が1993年度の１億５千305トンか
ら2001年度の１億４千160トンまで減少しているにもかかわらず, エネルギ
ー生産量は３万７千465GWhから５万８千142GWhまで増加している結果,
エネルギー生産単位あたりの NOx 排出量は 0.409kg/MWh から
0.244kg/MWh まで減少している。なお, NOx 排出量の減少により, 課徴
金収入額も1993年度の６億１千２百万SEK から2001年度の５億５千５百万
SEKまで減少している（表2-1)。
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表2-1 NOx 課徴金の概要（1992-2001）
対 象
企業数
対 象
設備数
NOx
排出量
(t)
生産
エネルギー
量
(GWh)
エネルギー
生産量
あたりの
NOx排出量
(kg/MWh)
エネルギー
供給量
あたりの
NOx発生量
(mg/MJ)
エネルギー
生産量
あたりの
リファンド額
(SEK/MWh)
課徴金収入
(百万SEK)
1992 124 181 15,305 37,465 0.409 99 16.17 612
1993 131 189 13,333 41,158 0.324 78 12.58 533
1994 131 202 13,025 45,193 0.288 70 11.35 521
1995 136 210 12,517 46,627 0.268 65 10.69 501
1996 177 274 16,083 57,150 0.281 68 11.26 643
1997 250 371 15,107 54,911 0.275 66 10.77 604
1998 252 374 14,617 56,367 0.259 63 10.14 585
1999 248 375 14,050 54,921 0.256 62 10.09 562
2000 241 363 12,765 51,399 0.248 60 9.64 511
2001 252 393 14,160 58,142 0.244 59 9.55 555
（出所）	
 and Mats Lindgren (2002), Tabell 3 を修正。
課徴金収入は行政コストを除き毎年納税義務者に再分配される。この点が
NOｘ課徴金と炭素税, 硫黄税を比較する場合の最大の相違点であり, スウ
ェーデン国内で初めて利用された納税者間の再分配を前提とした経済的手段
である。この再分配制度は, ①課税対象となる大規模プラント（ボイラー）
をもつ大規模燃焼施設の競争力を維持すること, つまり国内エネルギー生産
産業間での競争力の安定化と, ②効率的なエネルギー使用と高い稼動率によ
り多くの再分配が受けられるという, 効率的エネルギー利用へのインセンテ
ィブ効果への期待から導入されたと考えられる。
３ 産業別分析による評価
３－1 NOx排出量の推移
スウェーデンのNOx 排出量は, 1980年と比較して, 2000年まで減少し続
けている（図3-1)｡
1999年まで, 課税対象となったプラントのエネルギー生産に対するNOx
排出量は, 1991年の NOx 課徴金の導入以来, 平均的には約60%削減された。
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図3-1 スウェーデンにおけるNOx排出量の推移（1980-2000）
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課税対象プラントのNOx 排出量は, 1990年の２億４千トンから, 1992年度
の１億５千305トン, 2001年度の１億４千159トンまで減少している。この減
少は, もちろん排出権のガイドラインの強化も影響しているが, 主として
NOx 課徴金によるものと考えられている。また, エネルギー供給量あたり
のNO２ 排出量も予測よりも急速に削減されている。年平均排出レベルを比
較すると, 1980年代終わりには 180mg/MJ であったが, 1992年には99mg/
MJ, 2001年度には 59mg/MJ まで改善されている（前出, 表2-1)。 NOx
課徴金導入の結果として, NOx 排出量の削減とエネルギー生産効率６）の改
善がもたらされている。
３－２ 産業別NOx排出量の推移
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6）本稿では, エネルギー生産効率を, エネルギー生産に対するNOx 排出量とする。
図3-2(a) 産業別NOx排出量の推移(1989-1995)
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スウェーデンのNOx 排出量は, 1980年以来1995年までに21％削減された。
図3-2(a),(b) は産業別NOx 排出量の推移を示したものである７）。 NOx 排
出量の80％は自動車に代表される移動発生源からのものである。このことは
輸送部門のNOx 排出量がもっとも多いことからも明らかであり, 1995年に
は, NOx 排出量全体の36％が同部門からのものである８）。また家計部門の
NOx 排出量は二番目に多くなっている。1995年には全体の21％の排出量で
ある。これは, ほとんどが自家用車に起因するものである。
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図3-2(b) 産業別NOx排出量の推移(1989-1995, 年間排出量21,000t以下)
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7）個々のデータについては付表１を参照されたい。
8）しかしながら, ほとんどの産業自体が, 営業者やトラックなどの輸送手段を所有
あるいは利用し, 直接的あるいは間接的にこれによる便益を得ていることから,
NOx 課徴金を移動発生源ではなく固定発生源に対して課税することに対して,
異議がなかったと解釈できる。
３－３ エネルギー生産規模別分析
現在NOx 課徴金は, 年間 25GWh 以上のエネルギー生産を行うボイラー,
ガスタービン, 固定燃焼モーターに対して課されているが, これまで課徴金
の対象プラントは, 猶予期間を設けて, 順次, 拡大されてきた。導入から
1995年までは, 年間 50GWh以上の施設に限定されており, 1996年からは年
間 40GWh以上のエネルギー生産を有するプラントが課税対象となった。さ
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図3-3 エネルギー生産規模別, 対象設備数の推移
図3-4 エネルギー生産規模別, NOx排出量の推移
(出所) 図3-3と同じ。
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(出所) 	 and Mats Lindgren (2002), Figur 1 を加筆修正。
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らに1997年からは年間 25GWh以上のエネルギー生産を有するプラントが課
税対象となり, 現在にいたっている。図3-3に見るように, この間, 対象施
設数は増加しており, 2001年度には, 50GWh 以上の257施設, 40-50GWh
の47施設, 25-40GWh の89施設を合わせた393の生産施設が課税対象となっ
ている。また2001年度の対象施設のエネルギー生産規模別比率を見ると, 50
GWh 以上の施設が約65％, 40-50GWh の施設が約12％, 25-40GWh の施設
が約23％となっており, 大部分が導入当初から課税対象となっていた大型施
設であることがわかる。
次に, 図3-4にあるエネルギー生産規模別, NOx 排出量の推移を見ると,
50GWh 以上の対象施設からの NOx 排出量が最も多く, 40-50GWh の対象
施設と25-40GWhの対象施設のNOx排出量比率は低い。
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図3-5 エネルギー生産規模別, エネルギー生産量の推移
(出所) 	 and Mats Lindgren (2002), Figur 2 を加筆修正。
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次に, 図3-5にあるエネルギー生産規模別, エネルギー生産量の推移を見
ると, 1992年度から2001年度までのエネルギー生産量は, 1992年度から1996
年度までは増加傾向にあったが, それ以降2001年度までは, 多少の増減はあ
るものの, 横ばい傾向にある。対象施設の規模別にエネルギー生産量につい
て検討すると, 50GWh 以上の大規模対象施設からのエネルギー生産量が最
も多く, その比率がほとんどを占め, 40-50GWh の中規模対象施設と25-40
GWhの小規模対象施設のエネルギー生産比率はとても低い。
これをエネルギー生産量(MWh)あたりの NOx 排出量(kg)によるエネル
ギー生産効率について比較したものが図3-6である。50GWh以上の大規模対
象施設におけるエネルギー生産効率は, 1992年の課徴金導入以来, 1996年を
除いては低くなっていることから, 継続的にエネルギー生産効率が改善され
ていることがわかる。これと比較して, 40-50GWh の中規模対象施設と25-
40GWh の小規模対象施設は, 課徴金の対象が拡大された年度である1996年
および1997年のエネルギー生産効率と2001年度のそれを比較すると, それぞ
れ比率が低下しており, このことからエネルギー生産効率は改善されている
ことが明らかである。しかしながら, 対象施設を規模別に比較した場合には,
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(出所) 図3-5と同じ。
図3-6 エネルギー生産規模別, エネルギー生産効率の推移
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早い段階から課税対象となってきた大規模施設のほうが, エネルギー生産効
率がよいことがわかる。
３－４ 課税対象産業の実質負担と企業行動
本節では, NOx 課徴金の環境改善へのインセンティブ効果について,
NOx課徴金による産業別の実質負担と企業行動から分析する。具体的には,
課税対象となる７業種９）における, 課税対象事業所数, 生産設備数, NOx
排出量とエネルギー生産量の関係, 課徴金収入, 産業別実質受取額, NOx
課徴金による効果, 企業行動等について分析する。
まず, 課税対象となる事業所数, 生産設備数について検討する（図3-7(a),
図3-7(b))。事業所数については, 1992年度の124箇所から2001年度の252箇
所まで倍増している。同様に生産設備数についても, 1992年度の182箇所か
ら2001年度の393箇所まで倍増している。なお, 1996年度, 1997年度には,
段階的に課税対象となる生産設備の年間エネルギー量は引き下げられたこと
から, この間, 事業所数, 生産設備数共に大幅に拡大している。業種別に見
ると事業所数, 生産設備数共に, 熱発電所が最も多く, 2001年度には120事
業所数, 192施設数が対象となり, その数は全体の50％弱である。2001年度
では, 熱発電所に続いて, パルプ・製紙業, 林業, 廃棄物燃焼施設と課税対
象数は多い。また同年度には, この四業種で, 課税対象事業所数の約90％,
課税対象生産設備数の約88％を占めている。課税対象事業所数, 生産設備数
は年々増加傾向にあり, 今後もこの傾向が続くことが予想される10）｡
その一方で, NOx課徴金の導入の結果, 全体として課税対象企業のNOx
排出量は減少し, エネルギー生産量は増加している（図3-8, 図3-9)。 NOx
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9）廃棄物焼却施設（Avfallsforbranning), 熱発電所（Kraft-och varmeverk), 化学工
業（Kemisk industri), 鉄鋼業（Metall-och verkstadsindustri), パルプ・製紙業
(Massa-och pappersindustri), 林業（Traindustri), 食品業（Livsmedelsindustri）
の７つの業種による評価を行う。
10）設備数が減少する原因に, NOx 課徴金は大規模プラント設備にのみ課税されて
いるため, Gotenburg Energyのように, 企業が一つの大規模設備の代わりにい
くつかの小さな設備に置き換える動きもある。
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図３-7(a) 産業別課税対象事業所数の推移
図３-7(b) 産業別課税対象生産設備数の推移
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図３-9 産業別エネルギー生産量の推移
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図３-8 産業別NOx排出量の推移
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排出量については, 1992年度の１千５百30万kg から1995年度の１千２百51
万kg まで減少した後, 課税対象が拡大したことから, 1996年度には１千６
百８万kg に増加したものの, その後2001年度の１千４百５万kgまで減少し
ている。逆に, エネルギー生産量は, 1992年度の３万７千46万MWh から
2001年度の５万８千14万MWhまで増加している。この間のエネルギー生産
に対する NOx 排出量の推移を示したエネルギー生産効率を見ると(前出,
表2-1), 1992年度の 0.409kg/MWh から2001年度の 0.244kg/MWh までエ
ネルギー生産における NOx 排出量は, 減少している｡エネルギー生産にお
けるNOx 排出量が減少していることから, NOx 排出量に対するエネルギ
ー生産効率は改善されたと結論付けられる｡
次に図3-10に示したNOx 課徴金による産業別のエネルギー生産効率の推
移を見る11）。廃棄物焼却施設, 熱発電所, 化学工業, 食品業, パルプ・製紙
業はそれぞれエネルギー生産効率を改善させており, 鉄鋼業は1992年から
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図３-10 産業別エネルギー生産効率の推移(1992－2001)
(出所) 	
 and Mats Lindgren(2002), Figur4を修正。
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11）個々のデータについては, 付表２を参照されたい。
1995年までは生産効率を改善したが, 1996, 1997年度の課税対象拡大の結果,
エネルギー生産効率の比率を悪化させた後, 2001年度までエネルギー生産効
率を改善させている。林業については, 導入直後についてはその比率を急減
させているが, その後現在にいたるまで横ばい状態が続いている。この課徴
金導入の結果, 課税対象となった全産業がエネルギー生産の効率性を改善し
た。
次に, 図3-11に示すように, NOx 課徴金による産業別の NOx 排出量に
対するエネルギー生産の効率性と平均効率の推移について検討する。まず最
初に, NOx 課徴金による費用・便益を決定する平均効率の値を見ると,
1992年度の 0.41kg/MWh から2001年度の 0.24kg/MWh まで段階的に改善
されている。
2001年度の産業別のエネルギー生産あたりのNOx 排出量を比較すると,
熱発電所の 0.21kg/MWh を筆頭に, 食品業, 廃棄物焼却施設の 0.22kg/
MWh, 鉄鋼業の 0.25kg/MWh, 化学工業 0.27kg/MWh, パルプ・製紙業
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図３-11 産業別エネルギー効率と平均効率の推移(1992－2001)
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の 0.32kg/MWh, 林業の 0.34kg/MWh の順に生産効率が悪くなっている。
次に, 1992年度の導入時と1995年度, 1996年度の課税対象拡大による対象企
業増加時, 2002年現在の業種ごとのランキングの推移を見る。廃棄物焼却施
設は, ６位, ４位, ３位, ２位と業界全体として平均効率の改善を果たして
いる。熱発電所は, ３位, ３位, ２位, １位と導入当初から平均効率以下の
NOx 排出量を維持しつづけていることから, これまでに, NOx 排出課徴
金による実質負担が業界としてなかったことがうかがえる。化学工業は, ５
位, ６位, ４位, ５位と低迷を続けるが, 業界として平均効率は改善しつづ
けている。鉄鋼業は, １位, １位, ６位, ４位と課税対象が拡大される前年
1995年度までは, 生産効率のトップを維持してきたが, 業界に新規課税対象
施設が入ってきたことにより, 1996年度には６位となった。その後は2001年
度まで毎年順位を下げつづけている。パルプ・製紙業は, ４位, ７位, ５位,
６位と順位の変動が大きいように思えるが, この間, 平均効率は逓減してい
る｡ 他の業界が, 全体として生産効率を改善させたり, 課税対象施設の拡大
による生産効率の変動により, 順位に変動が起きているものと考えられる。
林業は, 1992年度の 0.76kg/MWh から1995年度の 0.29kg/MWh, 1996年
度の 0.38kg/MWh から1999年度の 0.33kg/MWh まで飛躍的に生産効率を
改善させてきたが, 他の産業の平均値と比較する場合, ７位, ５位, ７位,
７位と低迷を続けている。食品業は, ２位, ２位, １位, ２位と年度間に多
少の変動はあるものの, 平均効率以下のエネルギー生産に対するNOx 排出
量を維持しつづけてきた。図3-11より, 全体として, 各産業間の平均効率の
差が, 年々縮小すると同時に, 平均効率の値も改善されていることがわかる。
このことは, NOx 課徴金導入が環境改善のための限界費用の均等化を促し
ていることを示すと同時に, 各産業間の生産効率の幅を平均化している傾向
を示している。さらにこの傾向は, 1996年度の課税対象施設の拡大を契機と
してさらに進行する結果を導いている12）｡
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12）もちろん, 対象設備数の少ない鉄鋼業などでは, 一設備あたりの業界平均値に対
する寄与度が高いため, エネルギー生産効率の変動については, 業界内の企業動
次に, 図3-12に示したNOx 課徴金の負担について, 産業別純受取額の推
移から検討する。これによると, 林業, パルプ・製紙業, 化学工業が,
NOx 課徴金導入以来, 課徴金による負担を続けている。特に, パルプ・製
紙業の負担額が突出して大きい。一方, 食品業, 熱発電所は, NOx 課徴金
による負担より, 受け取り額が多い。特に, 熱発電所の受け取り額は, 多少
の変動があるものの, 一貫して大きい。鉄鋼業は, 1996年の課税範囲の拡大
により, 受け取り超過より支払い超過に転じた。廃棄物焼却施設は, 1996年
に一度受け取り超過に転じたものの, その後支払い超過のままである13）。
図3-13では, これを産業内の個別の課税対象施設について, その実質的な
受取額を比較している。業種内で比較すると, どの業種もその業種内に勝ち
組と負け組が存在する。特に, 廃棄物焼却施設, 熱発電所, 化学工業, パル
プ・製紙業, 鉄鋼業については, 業種内における個別の設備ごとの受け取り
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図３-12 産業別純受取額の推移
(出所) 	
 and Mats Lindgren(2002), Figur5を修正。
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向について, 個別の検討を加える必要がある。今後の課題としたい。
13）しかしながら, 産業内の個々の課税対象設備間にも課徴金の負担あるいは払い戻
し金に大きな幅があることは留意する必要がある。
幅, すなわちエネルギー生産効率に大きな幅が存在するため, 業種内の生産
性に大きな幅があることが予想される。それと比較して, 食品業, 林業につ
いては, 業種内の受け取り幅すなわちエネルギー生産効率の差が小さいこと
から, 業種内での生産性に差がないことがわかる。
また, 企業行動についても, 政府がNOx 課徴金制度の実施を決定してか
ら効果があった。NOx を１kg削減するための平均費用は 10SEK 前後であ
り, 課徴金の料率であるNOx 排出量１kgにつき 40SEK は削減費用よりも
高負担であるため, 課徴金の実施決定段階で対象企業はNOx 排出量削減の
ための投資行動を始めた14）。結果として, 課徴金は対象企業に対して効率的
なエネルギー生産により純便益を得るインセンティブを与えたといえよう15）。
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14）プラントの管理, 運営はますます NOx 削減に焦点を当てられ, NOx 排出量を
削減した場合には技術者に対してボーナスを支給する企業も現れた。NOx 排出
量削減の設備投資については, 通常「Combution method」やSCR, SNCRに代
表される煙道処理による方法がとられることが多く, 排出削減技術への投資は，
課徴金導入を機に, 飛躍的に増加した。詳細については，Hjalmarsson, A-K. and
K. Hedin(1996)を参照されたい。
15）この結果として, スウェーデン産業界の NOx削減技術(特に燃焼過程の最適化
図3-13 産業内純受取額の推移
(出所) 	
 and Mats Lindgren(2002), Figur6を修正。
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以上により, NOx 課徴金が課税対象企業に対して排出量削減のインセン
ティブを与えたことは評価できるであろう。
３－５ 産業別分析による評価
NOx 課徴金は財源調達を目的とした環境税として徴収されず, 環境政策
上のインセンティブを重視した環境税として導入された。そのため効率の良
いプラントがメリットを受ける制度である。その結果, ①より急速な排出量
削減を達成し, ②排出基準以下に削減するためのインセンティブを与えると
いう課税目的をすでに達成している。スウェーデンのNOx 課徴金はクリー
ンなエネルギー生産のための効果的, 効率的, 公正な手段として理解でき
る16）。同時に, この課徴金はそれが社会に与えた影響を含め, 環境改善に寄
与していると考えられるであろう。
スウェーデンのNOx 課徴金が有効に機能した背景には, ①エネルギー効
率の改善可能性（ａエネルギーの代替性・補完性／ｂ汚染削減設備のための
技術投資の可能性と技術開発力), ②課税対象の限定・特定化, ③インセン
ティブ効果の非緊急性（効果が出るまでのゆとり), ④制度の受認性の要件
があげられる。
これらのポイントについて検証すると, まず①エネルギー効率の改善可能
性については, 採用すればエネルギー効率が改善され, NOx 排出削減が可
能となる代替財や代替技術が存在した。つまり, (ａ)エネルギーの質の改善
やエネルギーの種類の転換によりエネルギー効率を改善することが可能であ
ったし, また(ｂ)「combution method」やSCR, SNCRなどの煙道処理設備
桃山学院大学経済経営論集 第44巻第４号100
について)は進展し, その競争力も高まった。と同時に国際市場におけるスウェ
ーデンのNOx削減技術の競争力も上昇したと理解されている。
16）これは① NOx排出量を削減できたことから効果的であり, ②エネルギーの生産
効率を費用効率的に改善したことから効率的であり, ③対象企業間では水平的公
平が保たれた制度であるため公正であると, それぞれの観点から理解可能である。
しかしながら, この制度についての総合的評価を行う場合には, これらの位置づ
けが正しいか否かについて個別の経済分析が必要であり, 安易にその良否を評価
することはできない。これは今後の検討課題としたい。
を導入することが可能であった。それに加え, これらを採用する費用は対象
プラントにより異なるにせよ, 課徴金導入により投資がすすめられたことが,
課徴金が有効に機能した理由と考えられる17）。要するにスウェーデンの
NOx 課徴金は, 代替技術, 代替エネルギーの可能性とその投資費用が課徴
金税率よりも低かったことからその有効性を増したといえるのである。しか
し逆に()対象プラント間にほとんど技術差がなかったり, ()対象プラン
トが相対的に平均効率でエネルギー生産を行った場合, 課徴金によるインセ
ンティブ効果が望めないことは予想できる。これは当然の帰結である。つま
りボーモル＝オーツ税の一形態としてインセンティブを重視した環境税を位
置づけた場合, ボーモル＝オーツ税のメリットは技術の相違を前提とした限
界費用均等化にあることから, これが効果を発揮するにしたがって産業内に
おける技術格差が縮小すれば, インセンティブ効果が弱まると予想されるの
である。インセンティブ効果の有無は, 課税対象となる産業内や産業間のエ
ネルギー効率性を含めた技術格差が存在した場合に, 削減目標値が大きくか
つ代替技術や代替エネルギーの代替可能な範囲が選択的であるかどうかに依
存すると考えられる。
②課税対象の限定・特定化については, 従来より課税対象となる大型ボイ
ラーは環境保護局に対して個々の排出基準が設定され, 排出量等の報告が義
務づけられていた。このため税務行政上, 納税義務者のエネルギー生産技術
の把握が容易であったと考えられる18）。また段階的に, 課税対象が拡大され
たため, 比較的小規模なボイラーについても, 課徴金制度に対処する時間が
あったと考えられる。
③インセンティブ効果の非緊急性については, 課税目標であるNOx 排出
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17）NOx 排出量削減のために対象企業がそれぞれどのような対応を行ったかについ
ては, 例えば	

(1992) を参照されたい。
18）対象企業は基準値による評価を敬遠し, 排出量によるモニタリング制度をうまく
機能させようとするインセンティブが高い。しかしながら, NOx 測定のモニタ
リング費用は高く, 年間費用は１対象企業につき300,000SEK と見積もられてい
る。このため, 大規模プラントだけが課徴金の対象とされるという見方もある。
量削減は広域的かつ持続的な問題であるが, これは生命・生物種に関わる局
所的被害を与え, その解決の緊急性が迫られる問題でなかった。このような
即時の対応が要求されるような環境対策に対しては, 総量規制などの直接規
制や罰則, 禁止規定, 時として行政による公共施策が必要とされるであろう。
④制度の受認性については, 対象企業がこの制度的特質を公正な政策手段
として支持したことが考えられる。つまり, これが実質的には課徴金と成功
報酬型補助金の組み合わせであり, NOx 排出量に対するエネルギー生産の
平均効率が費用便益のベンチマークとなることから, 企業が受認したと考え
られるのである。
以上の要件により, スウェーデンのNOx 課徴金はその政策目標を達成し
たと考えられる19）。
４ おわりに
NOx 課徴金は，成功を収めたといえる｡ なぜならば，課税対象企業はす
ばやくこの経済的手段に適応した結果，NOx 排出量削減に寄与したからで
ある｡ NOx 排出量は，NOx課徴金制度が導入された1990年代を通して減少
しており，今もなお減少傾向にある｡ また, NOx 排出量一単位あたりのエ
ネルギー生産量も増加している｡ このことは，リファンド・システムをとも
なったこの課徴金制度が, 環境税と比較して, 社会経済的に最適な排出削減
を導き出すと同時に, 浄化装置やモニタリング・コストを別として過大な財
政的負担はかけないことを示している20)。今後は，ポリシー・シックスの観
点から，従来から存在した直接規制との関わりを考慮した上で，同制度の再
評価を行うこと，環境面からは，副次的に，N2O や CO や NH3 といった新
たな有害物質の排出にも寄与したことについての総合的な施策の必要性，ま
桃山学院大学経済経営論集 第44巻第４号102
19）NOx課徴金制度の租税論的検討については, 拙稿（1996）を参照されたい。
20）しかしながら, 現在のところ小規模の課税設備は相対的に排出量に応じて大きな
負担を強いられている。この問題を解決する一つの方法として, NOx 課徴金の
対象となる全ての施設に対して, 排出量測定費用の税額控除を行うことも考えら
れる。
た理論面からは，同制度が，税収に対して中立的であることから一種の排出
権取引制度として位置づけることができるか，といったことが課題として残
される。
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付表１ 部門別NOx排出量の推移 (1989－1995)
NOx排出量
(t)
固定発生源 移動発生源 その他
農 業
1989 19,909 715 19,194 0
1991 19,304 610 18,694 0
1993＊ 19,042 465 18,577 0
1993 20,500 460 20,040 0
1994 20,428 406 20,022 0
1995 18,679 365 18,314 0
林 業
1989 14,435 67 14,368 0
1991 13,911 67 13,844 0
1993＊ 13,785 59 13,726 0
1993 12,970 70 12,900 0
1994 12,953 52 12,901 0
1995 14,071 43 14,028 0
漁 業
1989 5,331 0 5,331 0
1991 4,691 0 4,691 0
1993＊ 4,724 0 4,724 0
1993 3,500 0 3,500 0
1994 3,500 0 3,500 0
1995 3,475 0 3,475 0
鉱 業
1989 4,424 999 1,425 2,000
1991 4,221 717 1,514 1,990
1993＊ 4,570 878 1,442 2,250
1993 5,260 490 2,520 2,250
1994 6,368 1,664 2,514 2,190
1995 6,808 2,073 2,035 2,700
食品・衣料品等
1989 18,678 11,263 2,215 5,200
1991 16,715 9,387 2,128 5,200
1993＊ 15,776 7,878 1,983 5,915
1993 16,990 7,900 3,170 5,920
1994 18,036 7,698 4,012 6,326
1995 18,660 8,648 2,890 7,122
パルプ・製紙・印刷
1989 13,173 5,335 1,838 6,000
1991 16,375 5,630 1,713 9,032
1993＊ 16,014 5,420 1,568 9,026
1993 14,690 5,370 300 9,020
1994 17,087 5,544 295 11,248
1995 15,726 5,516 273 9,937
化 学
1989 6,367 1,417 1,838 3,112
1991 4,604 1,058 1,713 1,834
1993＊ 4,318 786 1,568 1,964
1993 2,890 810 90 1,990
1994 2,836 847 94 1,895
1995 2,667 825 88 1,754
石油精製
1989 4,278 0 1,390 2,888
1991 4,566 0 1,258 3,308
1993＊ 3,908 0 1,113 2,795
1993 2,972 177 0 2,795
1994 2,907 34 0 2,873
1995 2,273 22 0 2,251
製 鉄
1989 7,528 2,090 1,938 3,500
1991 5,697 1,434 1,814 2,450
1993＊ 6,623 1,314 1,669 3,641
1993 5,480 1,320 560 3,600
1994 5,603 1,260 556 3,787
1995 5,507 1,176 517 3,814
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付表１のつづき
NOx排出量
(t)
固定発生源 移動発生源 その他
機械設備
1989 3,777 1,404 2,037 335
1991 3,300 1,050 1,915 335
1993＊ 2,569 800 1,770 335
1993 1,730 850 880 405
1994 2,161 862 894 405
1995 1,630 712 918 405
電気・ガス・地域暖房
1989 19,663 18,876 787 0
1991 19,188 18,403 784 0
1993＊ 15,981 15,149 832 0
1993 16,430 16,300 130 0
1994 15,449 15,298 151 0
1995 13,239 13,093 146 0
上下水処理
1989 0 0 0 0
1991 1,336 1 1,336 0
1993＊ 989 2 987 0
1993 0 0 0 0
1994 0 0 0 0
1995 0 0 0 0
建 設
1989 7,844 429 7,415 0
1991 6,595 452 6,143 0
1993＊ 5,923 346 5,577 0
1993 6,130 300 5,830 0
1994 6,061 284 5,777 0
1995 4,813 237 4,576 0
輸 送
1989 112,663 0 112,663 0
1991 116,025 0 116,025 0
1993＊ 119,616 0 119,616 0
1993 132,710 50 132,660 0
1994 131,661 55 131,606 0
1995 127,395 49 127,346 0
住 宅
1989 2,592 1,043 1,549 0
1991 2,827 1,024 1,803 0
1993＊ 2,141 637 1,504 0
1993 1,020 470 550 0
1994 1,031 458 573 0
1995 842 389 453 0
貿易・サービス
1989 58,576 1,721 56,854 0
1991 57,972 1,730 56,242 0
1993＊ 55,677 1,246 54,431 0
1993 44,550 270 44,280 0
1994 44,556 297 44,259 0
1995 40,773 281 40,492 0
政 府
1989 3,284 1,871 1,413 0
1991 3,320 1,606 1,714 0
1993＊ 2,822 1,091 1,731 0
1993 6,620 1,330 5,290 0
1994 8,074 1,149 6,925 0
1995 6,658 921 5,737 0
家 計
1989 114,720 7,558 107,162 0
1991 108,405 7,629 100,775 0
1993＊ 101,930 6,338 95,592 0
1993 82,520 7,400 75,120 0
1994 79,488 7,146 72,342 0
1995 74,550 6,332 68,218 0
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付表２ NOx排出課徴金における課税対象産業別データ(1992-1999)
年度
対 象
企業数
対 象
設備数
NOx排出量
(kg)
生 産
エネルギー量
(MWh)
エネルギー
生産あたりの
NOx排出量
(kg/MWh)
エネルギー
生産あたりの
NOx排出量
(mg/MJ)
廃棄物燃焼施設
1992 14 30 2,424,471 4,631,703 0.52 127
1993 15 30 1,925,559 5,068,879 0.38 92
1994 15 33 1,748,296 5,333,669 0.33 79
1995 16 32 1,590,847 5,759,928 0.28 67
1996 18 38 1,753,008 6,305,744 0.28 67
1997 21 45 1,927,936 6,525,256 0.30 71
1998 21 47 1,982,920 6,989,276 0.28 69
1999 29 45 1,693,870 6,725,946 0.25 61
2000 21 46 1,634,814 7,042,109 0.23 56
2001 21 46 1,628,320 7,503,031 0.22 52
熱発電所
1992 46 70 6,859,291 18,399,452 0.37 90
1993 55 78 5,918,058 20,821,792 0.28 69
1994 54 85 5,784,952 23,400,458 0.25 60
1995 58 90 5,568,084 24,356,520 0.23 55
1996 79 122 8,281,881 32,141,226 0.26 62
1997 105 151 6,235,978 27,737,757 0.22 54
1998 112 165 6,105,239 28,898,251 0.21 51
1999 112 167 5,971,434 27,945,584 0.21 52
2000 110 167 5,358,391 25,327,195 0.21 51
2001 120 192 6,383,281 30,697,308 0.21 50
化学工業
1992 12 17 1,051,419 2,299,365 0.46 111
1993 12 18 891,233 2,442,645 0.36 88
1994 12 18 877,976 2,591,763 0.34 82
1995 12 18 880,440 2,667,370 0.33 80
1996 15 26 959,209 3,136,580 0.31 74
1997 18 31 1,053,445 3,366,775 0.31 76
1998 19 31 985,571 3,402,876 0.29 70
1999 17 29 920,282 3,264,199 0.28 68
2000 18 29 924,191 3,383,284 0.27 66
2001 17 28 972,085 3,564,930 0.27 66
鉄 鋼 業
1992 2 4 76,979 459,340 0.17 41
1993 2 4 84,516 488,075 0.17 42
1994 2 4 69,970 449,168 0.16 38
1995 2 4 67,306 487,074 0.14 33
1996 4 6 157,438 448,241 0.35 85
1997 6 8 244,300 675,409 0.36 87
1998 5 8 204,817 683,233 0.30 72
1999 3 6 156,625 636,046 0.25 56
2000 2 4 135,752 620,388 0.22 53
2001 2 5 156,875 636,463 0.25 60
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付表２のつづき
年度
対 象
企業数
対 象
設備数
NOx排出量
(kg)
生 産
エネルギー量
(MWh)
エネルギー
生産あたりの
NOx排出量
(kg/MWh)
エネルギー
生産あたりの
NOx排出量
(mg/MJ)
パルプ・製紙業
1992 38 47 4,531,017 10,609,053 0.43 103
1993 37 49 4,205,991 11,331,064 0.37 90
1994 37 50 4,299,003 12,391,529 0.35 84
1995 39 56 4,196,583 12,422,388 0.34 82
1996 44 63 4,529,497 13,588,563 0.33 81
1997 52 76 4,799,541 13,736,794 0.35 84
1998 48 71 4,627,847 13,645,023 0.34 82
1999 48 71 4,505,300 13,481,164 0.33 81
2000 44 66 4,000,787 12,424,529 0.32 78
2001 45 65 4,202,388 12,984,656 0.32 78
林 業
1992 2 2 97,444 128,000 0.76 184
1993 2 2 83,591 126,049 0.66 160
1994 3 3 68,928 176,787 0.39 94
1995 2 2 36,857 129,029 0.29 69
1996 9 9 199,198 521,434 0.38 92
1997 34 37 495,833 1513,482 0.33 79
1998 35 36 500,799 1603,095 0.31 75
1999 35 37 548,372 1,647,478 0.33 80
2000 35 36 513,309 1,617,068 0.32 77
2001 39 41 619,884 1,846,502 0.34 81
食 品 業
1992 10 12 264,637 937,780 0.28 68
1993 8 9 224,387 879,909 0.26 62
1994 8 9 175,780 849,886 0.21 50
1995 7 8 176,453 804,665 0.22 53
1996 8 10 203,511 968,346 0.21 51
1997 14 23 349,979 1355,471 0.26 62
1998 12 16 209,520 1145,235 0.18 44
1999 13 20 253,894 1220,583 0.21 50
2000 11 16 197,765 984,554 0.20 49
2001 9 16 196,922 909,027 0.22 52
合 計
1992 124 182 15,305,258 37,464,693 0.41 99
1993 131 190 13,333,335 41,158,413 0.32 78
1994 131 202 13,024,905 45,193,260 0.29 70
1995 136 210 12,516,570 46,626,974 0.27 65
1996 177 274 16,083,852 57,150,130 0.28 68
1997 250 371 15,107,012 54,910,944 0.28 66
1998 252 374 14,616,713 56,366,989 0.26 63
1999 248 375 14,049,777 54,921,000 0.26 62
2000 241 365 12,765,127 51,399,127 0.25 60
2001 252 393 14,159,755 58,141,917 0.24 59
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Evaluation of the Swedish Charge on Nitrogen
Oxides System
Kaori FUJITA
This paper considers the Swedish nitrogen oxides charge system focusing on
the analysis according to different industries sector.
The Swedish nitrogen oxides charge (henceforth, NOx charge) was introduced
as a new environmental tax with the carbon dioxides tax and the sulphur tax in
the large-scale tax reform in 1991. Since the feature is a refund system based
on the actual discharge, it is the point of re-distributing tax revenues to a taxable
item company. That is, after carrying out the monitoring of the amount of NOx
discharge of the large-scale plant used as a taxable item, while the taxation
according to the amount of discharge is made, the revenue is re-distributed
among taxable item plants according to energy efficiency.
Recently, OECD countries carry out the environmental related tax and the
charge. However, the most of them is the taxation of revenue type as the main
purpose. Among them, NOx charge is a tax that the incentive effect is the first
purpose, and is similar to pigouvian tax or Baumol and Oates tax. As compared
with the NOx charge introduced in France and Spain (Garcia), Swedish Charge
is positioned by both sides of the rate and the purpose for spending as an
environmental tax according to theory.
The purpose of this paper is clarifying the subject about what measure being
required in order that the “greening” and the environmental taxation system
may function effectively.
